
補正予算の防衛費 

   

 写真は読売 11月 27 日朝刊。政府は 26日に閣議決定した 2021 年度補正予算案で、防

衛省は補正予算案としては過去最大となる 7738 億円を計上した。22 年度当初予算の概

算要求に計上していた哨戒機や弾薬を前倒しで取得する。

新規の装備品取得に全体の3割超にあたる2818億円を計上

した。補正予算での装備品購入が続いている近年でも異例

の規模で、当初予算の 5兆 3422 億円と合計すると、今年度

の総額は 6兆円超となる見通しだ。 

 補正予算の防衛費の問題点について、大阪日日(共同通信配信)11 月 27 日社説を抜粋

して紹介する。 

 第 2 次安倍政権が発足した 12 年以降、防衛費は増え続けている。特に最近目立つの

が、補正予算でさらに積み上げていることだ。当初予算と比べて国会での審議時間が短

い補正予算案はチェックが甘くなる。当初予算を小さく見せかけて補正で増額する手法

は「抜け道」とも言える。国会での精査を回避するような予算膨張は慎むべきだ。 

 今回、岸田政権が決めた経済対策は新型コロナウィルス感染症で深刻な打撃を受けた

国民生活や経済活動への支援が目的のはずだ。ところが「国民の安全・安心」という項

目が設けられ、防衛省は「自衛隊の安定的な運用態勢の確保」の名目で予算を計上した。

対策の趣旨から外れるものを、経済対策の規模拡大のために盛り込ませたと言えよう。

補正予算案では南西諸島防衛を強化し、ミサイルや機雷の取得、哨戒機や輸送機などの

主要装備品の調達も盛り込んだ。22 年度当初予算に計上する予定だったものを前倒し

した。 

補正予算での積み上げで過去最大だったのは 19年度補正の約 4300 億円だ。今回はそ

れを大きく上回る。主要装備品は防衛態勢の骨格に関わるものであり、本来は当初予算

で計上すべきだろう。 

 防衛省は 22 年度予算の概算要求で 21 年度当初比 2.6％増の 5 兆 4797 億円を計上し

ている。在日米軍再編の関連経費などは金額を示さない「事項要求」としているため、

年末の予算案編成段階ではさらに増える見込みだ。一部を今回の補正で前倒しするが、

防衛省は 21 年度補正と 22 年度当初予算を一体として「防衛力強化パッケージ」と位置

付けており、22 年度当初予算の概算要求も大きく変わるわけではなく、防衛費は 10 年

連続増となる見通しだ。別枠で米国と交渉している米軍駐留経費負担も増額する方向で、

総体ではさらに膨れあがることになる。 

 岸田首相は自民党の衆院選公約に「GDP 比 2％以上も念頭に増額を目指す」と明記し

た。防衛力の強化だけで周辺国の脅威に対処できるわけではない。逆に不測の衝突の恐

れも生じる。何よりも取り組むべきは脅威を減衰させる外交的な努力だ。 

                              (2021年 12月 2日) 


